
衛 生 指 導 グ ル ー プ
（事業指導・監視指導）

１　建築物衛生関係事業

予算額  １０，２６６千円
決算額　　５，３４１千円
　(1)  特定建築物立入検査及び維持管理指導

ア　立入検査業務
　　　　特定建築物の所有者等に対し建築物環境衛生管理基準の周知を行い、適正な維持管理が推進されるよう計画的に立入検査を実施した。

特定建築物施設数（令和４年度末）
	施設数
	６５２

	監視対象施設数
	４７４

	監視指導件数
	１,３１８


（※公共施設178施設については、法第13条国又は地方公共団体の用に供する特定建築物に関する特例の規定により法第11条（報告、検査等）の適用が除外されている。）
イ　届出受付業務
　　　　特定建築物の所有者等から提出される各種届出書の受付を行った。また、新規施設の相談及び届出については、「建築物内環境衛生の建築確認申請時指導要領」に基づき指導した。
　　　　　特定建築物に係る届出処理件数（令和４年度末）

	使用届出書
	１３

	届出事項変更届出書
	２５１

	廃止届出書
	　６

	事前審査届出書
	２３


(2)  建築物衛生管理業登録事業　
法に基づく登録業の申請に対して書類審査及び現場検査を実施し、適正な業者の登録業務を行った。
　　建築物衛生管理業登録業者数
	
	区  　　　　分
	令和４年度中登録件数
	令和４年度末登録業者数
	

	
	清　　掃　　業
	２９
	２３２
	

	
	空気環境測定業
	　　　　　９
	６８
	

	
	 空気調和用ダクト清掃業
	　　　　　０
	１５
	

	
	 飲料水水質検査業
	　　　　　４
	３１
	

	
	 飲料水貯水槽清掃業
	　７５
	４８０
	

	
	 排水管清掃業
	１４
	　　　　　　９５
	

	
	 ねずみ昆虫等防除業
	　　　　３０
	１７４
	

	
	 環境衛生総合管理業
	２２
	１４６
	

	
	 　  合    　  　計
	１８３
	１，２４１
	


○根拠法令　建築物における衛生的環境の確保に関する法律
２　家庭用品安全対策
予算額　　３７３千円
決算額　　３５５千円
(1)  家庭用品の安全性確認
広く一般に販売されている家庭用繊維製品、家庭用化学製品（エアゾール製品、靴墨、靴クリーム等）のうち、法により規制対象となっている商品について、計画的に小売店等から試買を行い、ホルムアルデヒド等有害物質の試験検査を実施することにより安全性を確認した。（検査実施機関：地方独立行政法人　大阪健康安全基盤研究所）
令和４年度試買等検査実施結果
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　　    　　　区　分
 項　目
	繊維製品
	家庭用化学製品
	試験検査件数合計
	基準違反件数合計
	

	ホルムア ルデヒド
	 生後24月以内のもの
	105
	0
	105
	0
	

	
	 生後24月以内を除くもの
	46
	0
	46
	0
	

	
	計

	151
	0
	151
	0
	

	塩化水素・硫酸
	0
	0
	0
	0
	

	塩化ビニル
	0
	0
	0
	0
	

	有機水銀化合物
	0
	0
	0
	0
	

	ﾄﾘｽ(1-ｱｼﾞﾘｼﾞﾆﾙ)ﾎｽﾌｨﾝｵｷｼﾄﾞ
	0
	0
	0
	0
	

	ディルドリン
	0
	0
	0
	0
	

	ﾄﾘｽ(2,3-ｼﾞﾌﾞﾛﾑﾌﾟﾛﾋﾟﾙ)ﾎｽﾌｪｲﾄ
	0
	0
	0
	0
	

	トリフェニル錫化合物
	0
	0
	0
	0
	

	水酸化ナトリウム・水酸化カリウム
	0
	7
	7
	0
	

	トリブチル錫化合物
	0
	0
	0
	0
	

	ﾋﾞｽ(2,3-ｼﾞﾌﾞﾛﾑﾌﾟﾛﾋﾟﾙ)ﾎｽﾌｪｲﾄ化合物
	0
	0
	0
	0
	

	4,6-ｼﾞｸﾛﾙ-7-(2,4,5-ﾄﾘｸﾛﾙﾌｪﾉｷｼ)-2-ﾄﾘﾌﾙｵﾙﾒﾁﾙﾍﾞﾝｽﾞｲﾐﾀﾞｿﾞｰﾙ
	0
	0
	0
	0
	

	メタノール
	0
	0
	0
	0
	

	
	テトラクロロエチレン
	0
	0
	0
	0
	

	
	トリクロロエチレン
	0
	0
	0
	0
	

	
	容器試験
	0
	7
	7
	0
	

	
	ベンゾ［ａ］アントラセン
	0
	0
	0
	0
	

	
	ジベンゾ［ａ,ｈ］アントラセン
	0
	0
	0
	0
	

	
	ベンゾ［ａ］ピレン
	0
	0
	0
	0
	

	
	アゾ化合物
	4
	0
	4
	0
	

	
	計
	155
	14
	169
	0
	


(2)  違反品に対する措置
法の基準値を超過した違反品については、その流通経路となる販売店等に立入検査を実施し当該商品の販売自粛や回収措置、さらには原因究明による再発防止等の安全対策を講じることなどを事業者に指導することにより健康被害の拡大防止に取組むこととしている。令和４年度は、基準値超過事例はなかった。
○根拠法令　有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律
衛 生 指 導 グ ル ー プ

（生活排水・監視指導）
１　合併処理浄化槽の整備促進　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算額　　１０, ２９０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　決算額　　　４，４２３千円 

（特財　５０千円）
「浄化槽設置整備事業（個人設置型）」及び「公共浄化槽整備推進事業（市町村設置型）」を実施する市町村に対し、補助金を交付した。なお、公共浄化槽整備推進事業については、高度処理型の合併処理浄化槽（窒素又は燐除去、窒素及び燐除去型）による整備を対象とした。
	事　業　名
	市町村名（実施市町村数）
	設置基数

	浄化槽設置整備事業

（個人設置型）
	貝塚市、河内長野市、和泉市、柏原市、
泉南市、阪南市、島本町、熊取町、
岬町、河南町、千早赤阪村
（６市４町１村）
	２８基

	公共浄化槽整備推進事業
（市町村設置型）
	茨木市、富田林市、河内長野市

和泉市、柏原市
　（５市）
	２９基


○根拠法令　大阪府浄化槽整備事業費補助金交付要綱
２　浄化槽の適正管理指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算額　　２，２３９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       決算額　　　　８２８千円
浄化槽の所期性能を確保し、下水道と並ぶ生活排水処理施設として浄化槽の信頼性確保を図るため、保健所による立入指導等を行った。
また、法定検査の受検啓発については、７条検査受検後に、初回の11条検査を受検する浄化槽の管理者、２回目の11条検査を受検する浄化槽の管理者及び環境省循環型社会形成推進交付金事業である浄化槽設置整備事業により浄化槽を設置した浄化槽管理者のうち未受検者に対して文書送付を行った。さらに、『浄化槽の日』にあわせて、大阪府広報紙「府政だより」等を活用して広く啓発した。
(１)　浄化槽の維持管理
ア　浄化槽設置基数 （令和４年度末現在）
	　　　　　　　 人槽
 区分
	～２０
	～１００
	～５００
	５０１～
	計

	 eq \o\ad(旧構造,　　　　　　　　)
基準適用
	単独処理
	１９，９８３
	３，２９７
	３５３
	２０
	２３，６５３

	
	合併処理
	３
	６
	１３０
	２３
	１６２

	 eq \o\ad(新構造,　　　　　　　　)
基準適用
	単独処理
	２８，２１４
	３，７８５
	５２
	３
	３２，０５４

	
	合併処理
	４２，０９２
	２，８３０
	８７７
	７７
	４５，８７６

	 eq \o\ad(小　計,　　　　　　　　)
	単独処理
	４８，１９７
	７，０８２
	４０５
	２３
	５５，７０７

	
	合併処理
	４２，０９５
	２，８３６
	１，００７
	１００
	４６，０３８

	合　　  計
	９０，２９２
	９，９１８
	１，４１２
	１２３
	１０１,７４５


イ　令和４年度監視指導等件数（保健所設置市及び権限移譲市を除く。）
	人槽

内容
	～１０
	～２０
	～５０
	～２００
	～５００
	５０１～
	計

	設置申請等書類の受付件数
	７１８
	２７
	６１
	２３
	６
	０
	８３５

	（施工管理資格者）※１
	３１７
	７
	１４
	２
	０
	０
	３４０

	
	
	
	
	
	
	
	

	現場指導数※２
	８
	１
	０
	１
	０
	０
	１０

	法定検査の受検指導数
	７７４
	３２
	５４
	１８
	５
	０
	８８３

	７条検査
	不適施設数
	９１
	４
	２
	０
	０
	０
	９７

	
	法定検査事後指導数
	６８
	５
	１
	０
	０
	０
	７４

	
	事後指導による改善数
	４７
	２
	１
	０
	０
	０
	５０

	１１条検査
	不適施設数
	１６８
	２８
	６６
	２１
	３
	０
	２８６

	
	法定検査事後指導数
	１０７
	２４
	５４
	１５
	１
	０
	２０１

	
	事後指導による改善数
	６７
	１７
	３７
	７
	０
	０
	１２８

	苦情・相談に伴う指導数
	単独※３
	３４
	７
	２５
	２
	４
	０
	７２

	
	合併※３
	７４
	１
	１５
	１６
	７
	０
	１１３

	一般維持管理指導数※４
	
	－
	－
	－
	－
	－
	１,１５８


※1　（施工管理資格者）：施工管理資格者による施工件数

※2　現場指導数：竣工時の検査数

※3　単独：単独処理浄化槽、合併：合併処理浄化槽

　　　※4　一般維持管理指導数:立入を伴わない維持管理の指導数(苦情、相談に伴う指導数を含む)
ウ　浄化槽法定検査の受検指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和４年度法定検査受検件数
	区　  　        　分
	７条検査
	１１条検査

	 eq \o\ad(検　　査　　数,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	５２２
	７，６５７

	検査結果

	適　　　　　正
	３３８
	６，２０５

	
	 eq \o\ad(おおむね適正,　　　　　　　　　　　　　　)
	８７
	１，１６６

	
	不　　適　　正
	９７
	２８６


 ○根拠法令　浄化槽法
(２)　し尿処理施設等の整備促進及び維持管理
市町村等が設置している既存施設については維持管理が適切に実施されるよう、立入指導を行うとともに、日常の管理状況を把握するために各施設から月間報告書を徴取した。
　　　
令和４年度末し尿処理施設等数
１８  施設
令和４年度監視指導件数
９２　件
○根拠法令　廃棄物の処理及び清掃に関する法律
３　水質汚濁防止法に基づく指定地域特定施設の適正管理指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算額　　５８４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       決算額　　５５２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（環境管理室事業所指導課予算）
公共水域の水質の汚濁防止を図るため、「指定地域特定施設」である２０１人槽以上５００人槽以下の浄化槽について水質検査を実施し、設置者に対し排水基準等の遵守指導を行った。
また、総量規制基準が適用となる施設について、窒素、りん等の排出状況を把握するため対象施設から月間報告書を徴収した。
令和４年度末指定地域特定施設数　 
１０３　施設
令和４年度監視指導件数　　　  　　　 　
９９　件
○根拠法令　水質汚濁防止法
４　浄化槽法に基づく事務の権限移譲

予算額　　１５，５９９千円

決算額　　１４，９５２千円

大阪府衛生行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の規定に基づき、浄化槽法に基づく事務の内、浄化槽の設置に関する届出受理等の事務であって岸和田市他８市の区域にかかるものは、当該市が処理することとしている。

権限移譲市からの事務処理に関する疑義等の問い合わせについて助言を行った。また、大阪府浄化槽担当者会議を開催し、浄化槽行政の動向等について情報共有を行った。
事務執行に必要な経費として、交付金を交付する財源措置を行った。

　　　　　　　　　令和４年度事務処理件数　　　

	権限移譲市
	事務処理件数（件）

	岸和田市
	５５０

	貝塚市
	１，１７８

	茨木市
	３４２

	松原市
	６６５

	和泉市
	１, ６０３

	摂津市
	２１２

	四條畷市
	５６

	交野市
	３７１

	阪南市
	１，０７０


５　浄化槽保守点検業務の登録事業

予算額　　　 ９８１千円
決算額　　　 ３６９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　 

浄化槽保守点検業の登録申請に対して書類審査及び現場検査を実施し、適正な業者の登録業務を行った。
　　令和４年度登録件数　　　   　３４　件
　　令和４年度末登録業者数　　 ２２９　業者
○根拠法令
浄化槽法、大阪府浄化槽保守点検業者の登録に関する条例
６　下水道終末処理施設の維持管理
予算額　　２００千円
　決算額　　２００千円
府内の公共下水道終末処理施設に対し、維持管理に関する必要な報告を求め、適正な維持管理が推進されるよう指導した。
令和４年度末施設数　　　　２４　施設
＜内　訳＞ 大阪府内（政令指定都市、中核市を除く） 　６　施設
　　　　　　　　　　 eq \o\ad(大阪市,　　　　　　　　)　　  　　　　　　　　１２　施設
　　　　　　　　　　堺　　市　　　  　　　　　　　　３　施設
　　　　　　　　　　豊中市　　　　　　　　　　　　１　施設
　　　　　　　　　　　　　　吹 田 市　　　　　　　　　　　　２　施設

○根拠法令　下水道法
